
83

基本施策・施策を具体化する主要事業

分野７｜地域協働・行財政運営｜住民が主人公となるまち

基本施策１ 多様な主体による協働のまちづくりの推進

目 的
¡ 地域で自治活動を行う人財を増やす
¡ 主体的に地域の課題解決に取り組む自立した地域づくり活動
を増やす

├ 施策① 地域人財の育成
├ 施策② 住民による地域自治の推進
└ 施策③ 対話と協働によるまちづくりの仕組みづくり

大事業名 高校魅力化推進事業
担当課 社会教育課

R5年度予算額 4,520 千円

指標 地域愛着度 基準値 69%（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 80% 80% 80%

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
高校魅力化推
進事業

社会に最も近い存在である高校
生に町の魅力や課題を伝え、将
来の地方創生人財、地域活性化
人財を育成する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

4,520 千円 継続 継続

大事業名 自治組織支援事業
担当課 企画財政課

R5年度予算額 17,584 千円

指標 隣組へ加入している世帯の割合（自治会加入率） 基準値 77.5%（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 78％ 78％ 79％

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
自治組織支援
事業

自治会に対し、自治区運営交付
金の交付や区長報償費の支給、
自治会活動保険掛金の半額補助
などを行う。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

17,584 千円 継続 継続
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大事業名 地域協働推進事業
担当課 企画財政課

R5年度予算額 9,158 千円

指標① 地域づくり支援補助金活用団体数 基準値 28 団体（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 30 団体 30 団体 30 団体

指標② まちづくりに関わったことのある住民の割合 基準値 65.7％（R4）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 67％ 68％ 69％

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
地域づくり支
援事業

地域活動団体に対し、地域づく
り活動の伴走支援や補助金交付
を行うほか、よさのみらい大学
地域づくり学部を運営し、各種
講座を開催する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

9,158 千円 継続 継続

大事業名 老人クラブ活動推進事業
担当課 福祉課

R5年度予算額 4,605 千円

指標 単位老人クラブ活動補助金活用団体数 基準値 30 団体（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 28 団体 28 団体 28 団体

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
老人クラブ活
動推進事業

老人クラブに対し補助金を交付
する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

4,605 千円 継続 継続
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基本施策・施策を具体化する主要事業

基本施策２ みんなが互いに認め合う風土づくり

目 的 ¡ 多様性を理解する住民を増やす

├ 施策① 男女共同参画社会の推進と多様な性への理解の促進
└ 施策② 人権意識の啓発

大事業名 男女共同参画事業
担当課 住民税務課

R5年度予算額 255 千円

指標① 審議会等委員に占める女性の割合 基準値 28.3％（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 30％ 30％ 30％

指標② 女性相談利用者数 基準値 5人（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 15 人 15 人 15 人

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
男女共同参画
事業

男女共同参画社会の実現に向け
た啓発を行うほか、女性が抱え
る悩みや不安を相談できる場と
して、女性カウンセラーによる
女性相談を実施する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

255 千円 継続 継続

大事業名 人権啓発事業
担当課 住民税務課

R5年度予算額 1,421 千円

指標 人権講演会参加者数 基準値 105 人（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 150 人 150 人 150 人

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続 人権啓発事業

人権講演会や人権の花運動を実
施するほか、関連団体と連携し
人権啓発活動を行う。また、更生
保護ボランティア団体を対象
に、活動費に対し補助金を交付
する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

1,322 千円 継続 継続



86

基本施策・施策を具体化する主要事業

基本施策３ 未来を見据えた行財政運営

目 的
¡ 時代に適応した効率的・効果的な行政サービスを増やす
¡ 健全で持続可能な財政運営を継続する

├ 施策① 政策評価を基軸とした自治体経営
├ 施策② 公共施設の最適化の推進
├ 施策③ デジタル社会の実現
├ 施策④ 広域連携の検討・推進
└ 施策⑤ 行政職員の育成

大事業名 財産取得・管理業務
担当課 総務課 財産活用・契約室

R5 年度予算額 3,012 千円

指標 町有財産の利活用又は処分件数 基準値 ２件（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 2件 2件 2 件

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
町有財産管理
業務

町が保有する普通財産の維持管
理を行う。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

1,688 千円 継続 継続

継続
町有財産活用
業務

遊休施設や土地等の町有財産の
利活用に向けた調整・検討を行
い、施設解体・売却・譲渡等を実
施する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

1,324 千円 継続 継続

大事業名 行政マネジメント推進事業
担当課 企画財政課

R5年度予算額 3,222 千円

指標 債務償還可能年数 基準値 8.3 年（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 7.5 年以下 7.5 年以下 7.5 年以下

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
総合計画推進
事業

総合計画審議会を設置し、会議
を開催する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

2,223 千円 継続 継続

継続
行財政改革推
進事業

行政改革推進委員会を設置し、
会議を開催する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

454 千円 継続 継続

継続
公共施設等マネ
ジメント事業

公共施設等マネジメント推進委
員会し、会議を開催する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

545 千円 継続 継続
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大事業名 ふるさと納税事業（再掲）
担当課 企画財政課

R5年度予算額 28,435千円

指標① ふるさと納税寄附件数 基準値 1,907 件（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 2,200 件 2,200 件 2,200 件

指標② 町内産品（ふるさと納税に係るお礼品）売上総額 基準値 13,948 千円（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 15,000 千円 15,000 千円 15,000 千円

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
ふるさと納税
事業

特産品等のＰＲにより本町を応
援したい方から寄附金を募る。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

28,435 千円 継続 継続

大事業名 京都府北部地域連携都市圏形成推進事業
担当課 企画財政課

R5年度予算額 2,036 千円

指標① 京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会連携事業数 基準値 13 事業（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 15 事業 15 事業 15 事業

指標② 京都府北部地域連携都市圏の人口 基準値 27.4 万人（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 23.9 万人以上 23.9 万人以上 23.9 万人以上

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
京都府北部地
域連携都市圏
形成推進事業

５市２町相互補完により、「産
業、観光・交通、教育、移住・定
住、環境・防災、行政運営」分野
の連携事業を実施する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

2,036 千円 継続 継続
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大事業名 職員研修業務
担当課 総務課

R5年度予算額 4,502 千円

指標① 職員研修受験者数 基準値 786 人（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 800 人 800 人 800 人

指標② 町独自職員研修回数 基準値 ８回（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 ８回 ８回 ８回

区分 中事業名 事業内容 実施予定

拡充 職員研修事業

外部研修や派遣、複業人材等を
活用し、多様な住民の立場に立
って物事を考え、新しい視点・感
覚で行政課題の解決に向け挑戦
できる職員を育成する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

4,502 千円 継続 継続
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基本施策・施策を具体化する主要事業

基本施策４ 見える・聞こえる・言えるまちづくり

目 的 ¡ まちづくりへの関心を高め、行動する住民を増やす

├ 施策① まちづくりへの参画機会の充実
├ 施策② 情報を共有する仕組みづくり
└ 施策③ 町広報媒体の発信力の向上

大事業名 広報・広聴事業
担当課 総務課

R5年度予算額 10,518 千円

指標① 行政に意見を届けたことがある住民の割合 基準値 未計測（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 25％ 25％ 30％

指標② 町政情報が伝わっていると感じている住民の割合 基準値 未計測（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 25％ 25％ 30％

区分 中事業名 事業内容 実施予定

拡充 広報事業
広報紙・ホームページ・ＳＮＳを
活用して、行政情報や町の動き、
住民の活躍などを発信する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

10,508 千円 継続 継続

継続 広聴事業
様々な手法を用いて、住民の声
を聴く機会を設ける。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

10 千円 継続 継続

大事業名 行政マネジメント推進事業（再掲）
担当課 企画財政課

R5年度予算額 3,222 千円

指標 まちづくりに関わったことがある住民の割合 基準値 65.7％（R4）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 67.0% 68.0％ 69.0％

区分 中事業名 事業内容 実施予定

新規
総合計画推進
事業（再掲）

総合計画審議会において、「よさ
のみらい会議プロジェクト」や
「魅力発信プロジェクト」を企
画・検討する。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

2,223 千円 継続 継続
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大事業名 有線テレビ番組制作事業
担当課 総務課

R5年度予算額 8,791 千円

指標① 有線テレビ加入率（Ａプラン） 基準値 64.23％（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 63.63％ 63.35％ 63.64％

指標② 有線テレビ加入件数（Ａプラン） 基準値 5,753 件（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 5,694 件 5,694 件 5,624 件

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
有線テレビ番
組制作・放送
事業

自主制作番組・文字放送・データ
放送により、行政情報や町の動
き、住民の活躍などを届ける。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

8,791 千円 継続 継続

大事業名 有線テレビ施設管理運営事業
担当課 総務課

R5年度予算額 89,879 千円

指標 放送停止事故の件数（登録一般放送事業者総務省報告義務） 基準値 ０件（R3）

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 ０件 ０件 ０件

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
有線テレビ施
設維持管理事
業

有線テレビ機器·伝送路等の維
持管理を行う。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

89,879 千円 継続 継続
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大事業名 有線テレビ施設整備事業
担当課 総務課

R5年度予算額 25,441 千円

指標① 有線テレビ加入率（休止含む） 基準値 92.94％

年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度

目標値 93.34％ 93.34％ 94.18％

指標② 新規宅内工事件数 基準値 38 件

年度 R5年度 R6 年度 R7 年度

目標値 40 件 40 件 40 件

区分 中事業名 事業内容 実施予定

継続
有線テレビ施
設整備事業

有線テレビへの新規加入や宅内
工事の標準工事費を町負担で実
施するほか、施設の維持管理に
必要な設備機器の更改を行う。

R5 年度 R6 年度 R7 年度

25,441 千円 継続 継続


